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1． 概　　　　況

総　括　事　項

議会議決事項

 （平成28年３月29日）

1.　平成28年度大阪市自動車運送事業会計予算

平成28年９月16日

1.　平成27年度決算に基づく大阪市各会計資金不足比率の報告について

2.　経営健全化計画の平成27年度実施状況について（自動車運送事業）

平成28年10月19日

1.　平成27年度大阪市自動車運送事業会計決算報告について

平成29年３月28日

1． 大阪市交通事業の設置等に関する条例を廃止する条例

2． 大阪市交通政策基金条例

3． 大阪市市長直轄組織設置条例の一部を改正する条例

4.　平成29年度大阪市自動車運送事業会計予算

5.　大阪市職員定数条例の一部を改正する条例

6.　大阪市財産条例等の一部を改正する条例

平成28年度大阪市自動車運送事業報告書

よう、平成30年4月の大阪シティバス株式会社への事業引継ぎに向けた取り組みを進めてまいる所存であります。

本年度の経営収支は、料金収納機の更新に伴う除却費などの増加がありましたものの、乗車人員の増に伴う運

輸収益の増加に加え、職員数の削減等に伴う人件費の減少などにより、経常損益では 億 万 円の剰余とな

り、固定資産の撤去・除却等による特別損益を加えた当年度損益でも、5億8,700万4,452円の剰余となりました。

この結果、前年度からの繰越欠損金 億 万 円を合わせますと、本年度末の未処理欠損金は、 億

一方、建設改良事業におきましては、料金収納機の更新等を実施しました。

引き続き、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき策定した「経営健全化計画（自動車運送事

業）」のもと、より一層の事業経営の効率化を図るとともに、将来にわたってサービス水準を維持・向上できる

4,423万3,711円となりました。
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．平成 年 月 日に大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一部を改正し、平成 年

月１日から勤勉手当の支給割合を改めました。

．平成 年２月 日に大阪市交通局企業職員の給与に関する規程等の特例に関する規程の一部を改正し、平成

年３月１日から交通局独自の給料月額の減額措置の特例を定めました。

の算定方法に関し必要な事項を定めました。

．平成 年 月 日に大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の特例に関する規程を制定し、平成 年

月１日から交通局独自の早期退職制度（自動車部に所属する交通局企業職員を除く。）における退職手当基本額

．平成 年８月 日に大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の一部を改正し、平成 年９月末の交通局

企業職員の定年前早期退職者に対する退職手当基本額に係る特例措置を適用しないことに改めました。

．平成 年 月 日に大阪市交通局企業職員の退職手当に関する規程の一部を改正し、平成 年３月末の自動車

部に所属する交通局企業職員の定年前早期退職者に対する退職手当基本額に係る特例措置を適用しないことに

改めました。

行政官庁認可事項

  (4)職員に関する事項職員に関する事項

損益勘定

関連（自動車運送事業会計分）

　　　　合　　　　　計

近畿運輸局長
一般乗合旅客自動車運送事業（限定）の運賃上限設定認可
申請（運行経路の新設）

認可

申請年月日 あ て 名 件　　　　　　　　　　　　　名
免許、認可又 指令の
は許可年月日 要　領

平成年月日平成年月日

〃

〃
一般乗合旅客自動車運送事業（限定）の運賃上限設定認可
申請（運行経路の新設）

〃

〃
一般乗合旅客自動車運送事業（限定）の運賃上限設定認可
申請（運行経路の新設）

〃 〃
一般乗合旅客自動車運送事業管理の受委託許可申請
（委託路線の追加）

〃 許可

〃
一般乗合旅客自動車運送事業の事業計画変更及び運賃上限
設定認可申請（運行経路の変更）

〃

〃
一般乗合旅客自動車運送事業の事業計画変更及び運賃上限
設定認可申請（運行経路の変更）

認可

〃
一般乗合旅客自動車運送事業（限定）の運賃上限設定認可
申請（運行系統の新設）

〃

〃 〃
一般乗合旅客自動車運送事業管理の受委託許可申請
（委託路線の追加）

〃 〃

〃
一般乗合旅客自動車運送事業管理の受委託許可申請
（委託路線の追加）

許可

 1．平成29年３月末日における職員在籍人員は509名で、内訳は次のとおりであります。

493名

16名

509名

．平成 年３月 日に企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正し、平成 年４月１日から配偶

〃
一般乗合旅客自動車運送事業の運賃上限設定認可申請
（運行経路の変更）

〃

者同行休業に伴う任期付職員の給料に関し必要な事項を定め、単身赴任手当及び管理職員特別勤務手当の支給

員特別勤務手当の支給範囲及び支給額を改めました。

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の給与に関する規程等の特例に関する規程を制定し、平成 年４月

１日から引き続き交通局独自の給料月額の減額措置を行いました。

．平成 年３月 日に職務の級の標準的な職務の内容に関する規程の一部を改正し、平成 年４月１日から職務

範囲を改めました。　　

〃
一般乗合旅客自動車運送事業の運賃上限設定認可申請
（運行経路の変更）

〃

．平成 年５月 日に大阪市交通局企業職員の期末手当及び勤勉手当に関する規程の一部を改正し、平成 年６

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の給与に関する規程の一部を改正し、平成 年４月１日から管理職

月１日から支給率における育児休業期間の取り扱いを改めました。

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の初任給及び昇給等の基準に関する規程の一部を改正し、平成 年

４月１日から初任給基準表を改めました。

．平成 年３月 日に大阪市交通局企業職員の管理職手当に関する規程の特例に関する規程を制定し、平成 年

４月１日から引き続き管理職手当の月額の減額措置を行いました。

の級の分類の基準となるべき職務の内容を定めました。
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3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

％
㎞ ㎞ △ ㎞ △ 年度末現在

両 両 〃

〃 〃 1 日 平 均

㎞ ㎞ ㎞ 〃

人 人 人 〃

円 円 円 〃

(注)　貸切バスを除く。

(2)　事業収入に関する事項

％ 円

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

％ 円

△

△

△

△

営 業 キ ロ

区 分
差 引

備 考
比 率

前 年 度本 年 度
増 △ 減

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 ％
営 業 収 益

円

営 業 外 収 益

特 別 利 益

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 円 ％

計

人 件 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

経 費

在 籍 車 数

運 転 車 数

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

乗 客 収 入

計

特 別 損 失

2． 工　　　　事

(1)　建設改良工事

種 別 数 量 決 算 額
着 手
年 月 日

竣 工
年 月 日

備 考

円

料金収納機546台等

営業所改修等

自動車運送事業分担率
16％

総額 円の
自動車運送事業分担額

合 計

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

(2)　主な保存工事

種 別 数 量 決 算 額
着 手
年 月 日

竣 工
年 月 日

備 考

円

(注)　決算額は、消費税及び地方消費税を含む。

タ イ ヤ 修 理 工 事

自 動 車

車 両 機 器 更 新 等

リ ー ス 債 務 支 払 額

計

営 業 所 改 良 工 事

共 用 施 設

リ ー ス 債 務 支 払 額

計

諸 施 設 整 備 工 事 等

平成年月日 平成年月日

平成年月日 平成年月日
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3． 業　　　　務

(1)　業　 務　 量

％
㎞ ㎞ △ ㎞ △ 年度末現在

両 両 〃

〃 〃 1 日 平 均

㎞ ㎞ ㎞ 〃

人 人 人 〃

円 円 円 〃

(注)　貸切バスを除く。

(2)　事業収入に関する事項

％ 円

△

△

△

(3)　事業費に関する事項

％ 円

△

△

△

△

営 業 キ ロ

区 分
差 引

備 考
比 率

前 年 度本 年 度
増 △ 減

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 ％
営 業 収 益

円

営 業 外 収 益

特 別 利 益

区 分 本 年 度 前 年 度 差 引 増 △ 減

円 円 ％

計

人 件 費

営 業 費 用

営 業 外 費 用

経 費

在 籍 車 数

運 転 車 数

走 行 キ ロ

乗 車 人 員

乗 客 収 入

計

特 別 損 失
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1． 円

円

2．

円

3．

4．

5．

6．

△

研 修 費

一 般 管 理 費

自 動 車 重 量 税

減 価 償 却 費

経 常 利 益

雑 支 出

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

営 業 外 費 用

長期前受金戻入

繰 延 勘 定 償 却

平成28年度大阪市自動車運送事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

補 助 金

そ の 他 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

運 輸 収 益

営 業 利 益

運 輸 雑 収

電 路 保 存 費

車 両 保 存 費

建 物 保 存 費

運 転 費

運 輸 管 理 費

特 別 利 益

その他特別損失

その他特別利益

固定資産売却益

当年度未処理欠損金

前 年 度 繰 越 欠 損 金

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

固定資産売却損

当 年 度 純 利 益

4． 会　　　　計

(1)　企業債及び一時借入金の概況

1． 企　 業　 債

円 円 円 円

2.　一時借入金

5． そ　 の　 他

(1)　一般会計補助金の使途について

建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

種 類

証 券 発 行 債

財 務 省 借 入 金

当年度末残高当年度発行額前年度末残高 当年度償還額

当年度末残高 16,000,000,000円 

（一時借入金限度額

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構 借 入 金

そ の 他 借 入 金

独 立 行 政 法 人
郵便貯金･簡易生命保険
管 理 機 構 借 入 金

仕入れ以外に 430,296,317円（特定収入以外）、それぞれ充当しました。

前年度末残高 16,000,000,000円 

16,000,000,000円 当年度中における借入残高最高額

20,000,000,000円)

収益的収入 円については、経費等の課税仕入れに 円（特定収入）、人件費等の課税
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1． 円

円

2．

円

3．

4．

5．

6．

△

研 修 費

一 般 管 理 費

自 動 車 重 量 税

減 価 償 却 費

経 常 利 益

雑 支 出

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

営 業 外 費 用

長期前受金戻入

繰 延 勘 定 償 却

平成28年度大阪市自動車運送事業損益計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

補 助 金

そ の 他 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

運 輸 収 益

営 業 利 益

運 輸 雑 収

電 路 保 存 費

車 両 保 存 費

建 物 保 存 費

運 転 費

運 輸 管 理 費

特 別 利 益

その他特別損失

その他特別利益

固定資産売却益

当年度未処理欠損金

前 年 度 繰 越 欠 損 金

特 別 損 失

そ の 他 未 処 分 利 益
剰 余 金 変 動 額

固定資産売却損

当 年 度 純 利 益
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円 円 円
△

△処 分 後 残 高

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 理
欠 損 金

平成28年度大阪市自動車運送事業欠損金処理計算書

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

(繰越欠損金) 
円 円 円 円 円

△ △ △

△ △ △

△ △ △

平成28年度大阪市自動車運送事業剰余金計算書

（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）

(繰越欠損金)

未　処　理 利益剰余金
資 本 合 計

剰 余 金

前 年 度 末 残 高

(当年度未処理欠損金)

利 益 剰 余 金

欠　損　金

資 本 剰 余 金

合　　　計

資 本 金

当 年 度 末 残 高

処 分 後 残 高

当 年 度 純 利 益

前 年 度 処 分 額

当 年 度 変 動 額
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円 円 円
△

△処 分 後 残 高

資 本 金 資 本 剰 余 金
未 処 理
欠 損 金

平成28年度大阪市自動車運送事業欠損金処理計算書

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

(繰越欠損金) 
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円

円

△

△

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

繰 延 勘 定 合 計

流 動 資 産 合 計

減価償却累計額

その他流動資産

前 払 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

未 収 金

有 形 固 定 資 産

イ

ロ 建 物

資産所管換引当金

土 地

円

円

流 動 資 産

現 金 預 金

Ｃ その他固定資産

繰 延 勘 定

企業債発行差金

円

円

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

△

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具､器具及び備品

機 械 装 置

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

平成28年度大阪市自動車運送事業貸借対照表

（平成29年３月31日）

資　　　　　　産　　　　　　の　　　　　　部

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産

Ａ 自 動 車 事 業

有 形 固 定 資 産

ヘ

ト

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額

イ 土 地

ロ 建 物

ハ 電 路 設 備

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

イ ソ フ ト ウ ェ ア

ニ

車 両

構 築 物

工具､器具及び備品

機 械 装 置

ホ

電 路 設 備

減 価 償 却 累 計 額

無 形 固 定 資 産 合 計

チ

円

ロ

ハ

ニ

ホ

Ｂ 共 用

有 形 固 定 資 産

建 物イ

リ
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円

円

△

△

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

繰 延 勘 定 合 計

流 動 資 産 合 計

減価償却累計額

その他流動資産

前 払 金

前 払 費 用

貯 蔵 品

未 収 金

有 形 固 定 資 産

イ

ロ 建 物

資産所管換引当金

土 地

円

円

流 動 資 産

現 金 預 金

Ｃ その他固定資産

繰 延 勘 定

企業債発行差金
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業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益

減価償却費

繰延勘定償却

有形固定資産除却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） △

賞与引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益） △

未収金の増減額（△は増加） △

たな卸資産の増減額（△は増加） △

その他流動資産の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △

その他流動負債の増減額（△は減少） △

その他 △

小計 △

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

その他

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出 △

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

リース債務の返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額） △

資金期首残高

資金期末残高

平成 年度大阪市自動車運送事業キャッシュ・フロー計算書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
円

△

円

△

△

欠 損 金 合 計

負 債 合 計

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受 金

その他流動負債

引 当 金

前 受 金

繰 延 収 益 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債 合 計

負　　　　　　債　　　　　　の　　　　　　部

繰 延 収 益

未 払 費 用

未 払 金

企 業 債

一 時 借 入 金

引 当 金

固 定 負 債

リ ー ス 債 務

他 会 計 借 入 金

企 業 債

当年度未処理欠損金

円

流 動 負 債

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰余金（欠損金）

イ

欠 損 金

資　　　　　　本　　　　　　の　　　　　　部

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計

資 本 金

そ の 他 資 本 金

出 資 金

リ ー ス 債 務

他 会 計 借 入 金
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業務活動によるキャッシュ・フロー 円

当年度純利益

減価償却費

繰延勘定償却

有形固定資産除却費

退職給付引当金の増減額（△は減少） △

賞与引当金の増減額（△は減少） △

長期前受金戻入額 △

受取利息及び受取配当金 △

支払利息

有形固定資産売却損益（△は益） △

未収金の増減額（△は増加） △

たな卸資産の増減額（△は増加） △

その他流動資産の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少） △

その他流動負債の増減額（△は減少） △

その他 △

小計 △

利息及び配当金の受取額

利息の支払額 △

その他

業務活動によるキャッシュ・フロー △

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △

有形固定資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー △

財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出 △

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △

リース債務の返済による支出 △

財務活動によるキャッシュ・フロー △

資金増加額（又は減少額） △

資金期首残高

資金期末残高

平成 年度大阪市自動車運送事業キャッシュ・フロー計算書

(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）
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節

自動車事業費用
円

営 業 費 用

電 路 保 存 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

固定資産除却費

被 服 費

手 数 料

車 両 保 存 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

車 両 修 繕 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備　　　　　考

　費       用

金　　　　　額款 項 目節 備         考

自動車事業収益
円

営 業 収 益

運 輸 収 益

定 期 外 運 賃

定 期 運 賃

特別乗車料繰入金

運 輸 雑 収

賃 貸 料

広 告 料

雑 収 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び
配 当 金

預 金 利 息

補 助 金

一般会計補助金

長期前受金戻入

そ の 他 収 益

不用品売却収益

賃 貸 料

基 金 繰 入 金

雑 収 益

特 別 利 益

固定資産売却益

その他特別利益

収 益 合 計

収　益　費　用　明　細　書

款 項 目 金         額

　収       益
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節

自動車事業費用
円

営 業 費 用

電 路 保 存 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

固定資産除却費

被 服 費

手 数 料

車 両 保 存 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

車 両 修 繕 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備　　　　　考

　費       用

金　　　　　額款 項 目
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

厚 生 福 利 費
円

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

自 動 車 燃 料 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

油 脂 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

報 償 費

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

雑 費

運 輸 管 理 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 与 費

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

備 消 品 費
円

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

建 物 保 存 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

諸構築物修繕費

建 物 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

委 託 費

保 険 料

運 転 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

厚 生 福 利 費
円

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

自 動 車 燃 料 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

油 脂 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

報 償 費

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

雑 費

運 輸 管 理 費

（ 人 件 費）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

退 職 給 与 費



18 19

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

その他車両重量税
円

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

長期借入金利息

一時借入金利息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰延勘定償却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

固定資産売却損

その他特別損失

費 用 合 計

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

賞与引当金繰入額
円

（ 経 費 ）

乗 車 券 費

乗車券販売手数料

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

備 消 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

事 故 費

負 担 金

報 償 費

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

雑 費

研 修 費

（ 人 件 費）

（ 経 費 ）

一 般 管 理 費

（ 人 件 費）

（ 経 費 ）

自動車重量税

営業車両重量税
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

その他車両重量税
円

減 価 償 却 費

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

支払利息及び
企業債取扱諸費

企 業 債 利 息

長期借入金利息

一時借入金利息

企 業 債 手 数 料
及 び 取 扱 費

繰延勘定償却

企 業 債 発 行
差 金 償 却

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

特 別 損 失

固定資産売却損

その他特別損失

費 用 合 計
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節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

備 消 品 費
円

薬 餌 費

医 療 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

雑 費

自動車重量税

その他車両重量税

営 業 外 費 用

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

（ 整 理 勘 定 ）
関 連 費 用

円

営 業 費 用

研 修 費 （ 配 賦 率 ）
％

（ 人 件 費 ） 自 動 車

給 料 高 速

手 当 高 速 建 設

法 定 福 利 費 高 速 鉄 道 計

厚 生 福 利 費 （ 配 賦 額 ）

賃 金 自 動 車

退 職 給 与 費
円

賞与引当金繰入額 高 速

（ 経 費 ）

備 消 品 費 高 速 建 設

委 託 費

手 数 料 高 速 鉄 道 計

賃 借 料

一 般 管 理 費

（ 人 件 費 ）

給 料

手 当

法 定 福 利 費

厚 生 福 利 費

賃 金

退 職 給 与 費

賞与引当金繰入額

（ 経 費 ）

建 物 修 繕 費

そ の 他 修 繕 費

固定資産除却費

 専属事業費用比率
 等により配賦



21

節 備　　　　　考金　　　　　額款 項 目

備 消 品 費
円

薬 餌 費

医 療 品 費

被 服 費

光 熱 水 費

旅 費

通 信 運 搬 費

印 刷 製 本 費

負 担 金

諸 謝 金

委 託 費

手 数 料

賃 借 料

保 険 料

雑 費

自動車重量税

その他車両重量税

営 業 外 費 用

雑 支 出

そ の 他 雑 支 出
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　　明　　　　細　　　　書

累 計

円 円

－

円 円

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却

      建設改良営業所改良工事
諸施設整備工事
建設仮勘定から振替
営業所改良工事費の振替

減　少　額
除　　却

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
諸施設整備工事
建設仮勘定から振替
諸施設整備工事費の振替

減　少　額
除　　却

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
諸施設整備工事

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
車両機器更新等
諸施設整備工事

増　加　額
リース資産の計上

備 考
減 価 償 却 累 計 額 等 年 度 末

償 却 未 済高

固　　　　定　　　　資　　　　産　　

(1)　有形固定資産

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

リ ー ス 資 産

自 動 車 事 業

本 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

電 路 設 備

通 信 設 備

土 地

減 価 償 却 累 計 額 等

建 物

構 築 物

機 械 装 置

工 具 、 器 具
及 び 備 品

車 両
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　　明　　　　細　　　　書

累 計

円 円

－

円 円

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却

      建設改良営業所改良工事
諸施設整備工事
建設仮勘定から振替
営業所改良工事費の振替

減　少　額
除　　却

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
諸施設整備工事
建設仮勘定から振替
諸施設整備工事費の振替

減　少　額
除　　却

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
諸施設整備工事

増　加　額 減　少　額
建設改良 除　　却
車両機器更新等
諸施設整備工事

増　加　額
リース資産の計上

備 考
減 価 償 却 累 計 額 等 年 度 末

償 却 未 済高
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累 計

円 円

－

円

減　少　額
本勘定へ振替

減　少　額
本勘定へ振替

減　少　額
売　　却

減　少　額
売　　却

－

－

年 度 末
償却未済高

備 考
減 価 償 却 累 計 額 等

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

－ －

構 築 物 － －

建 物 － －

仮 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高
減 価 償 却 累 計 額 等

その他固定資産

本 勘 定

土 地

建 物

小 計

合 計

その他固定資産

(関連資産分担額)

共 用
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累 計

円 円

－

円

減　少　額
本勘定へ振替

減　少　額
本勘定へ振替

減　少　額
売　　却

減　少　額
売　　却

－

－

年 度 末
償却未済高

備 考
減 価 償 却 累 計 額 等
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累 計

円 円

円

減　少　額
除　　却

円

増　加　額
リース資産の計上

備 考
減 価 償 却 累 計 額 年 度 末

償却未済高

(関連有形固定資産)

当年度増加額 当年度減少額

円 円 円 円 円 円

共 用

本 勘 定

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

建 物

電 路 設 備

通 信 設 備

機 械 装 置

減 価 償 却 累 計 額

リ ー ス 資 産

工 具 、 器 具
及 び 備 品

合 計

その他固定資産

本 勘 定

建 物
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累 計

円 円

円

減　少　額
除　　却

円

増　加　額
リース資産の計上

備 考
減 価 償 却 累 計 額 年 度 末

償却未済高
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円

備                                           考年 度 末 現 在 高

(2)　無形固定資産

円 円 円 円

ソ フ ト ウ ェ ア

資 産 の 種 類 年度当初現在高 当 年 度 増 加 額 当 年 度 減 少 額 当年度減価償却高

自 動 車 事 業

本 勘 定
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円

備                                           考年 度 末 現 在 高
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1． 建設改良等の財源に充てるための企業債

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

第 回

第 回

　　 

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回平成 年度

共 同 発 行

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

証 券 発 行 債

共同発行市場
公 募 地 方 債

地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 借 入 金

財政融資資金借入金

独 立 行 政 法 人
郵便貯金・簡易生命
保険管理機構借入金

財 務 省 借 入 金

公 募 公 債

〃
市 場 公 募 地 方 債

地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 借 入 金

平成 年度

企      業      債      明      細      書

第 回 財 務 省

第 回 〃

第 回 〃

第 回 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回

第 回 〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

簡 易 生 命

〃

第 回

保 険 資 産 借 入 金

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃

〃 〃 〃

第 回

当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

そ の 他 借 入 金

　

地 方 公 共 団 体

〃

金 融 機 構 借 入 金

第 回平成 年度

第 回平成 年度

〃

〃

平成 年度

〃
第 回平成 年度

第 回平成 年度

〃

第 回平成 年度

平成 年度 第 回

計

〃

銀 行 等 引 受 債

第 回

第 回平成 年度

平成 年度

第 回平成 年度

第 回

〃

〃
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当年度償還高 償 還 高 累 計

平成年月日 円 円 円 円 円 ％ 平成年度

種 類
発 行
年 月 日

発 行 総 額
償 還 高

未 償 還 残 高
発 行
価 額

利 率
償 還
終 期

備 考

そ の 他 借 入 金

　

地 方 公 共 団 体

〃

金 融 機 構 借 入 金

第 回平成 年度

第 回平成 年度

〃

〃

平成 年度

〃
第 回平成 年度

第 回平成 年度

〃

第 回平成 年度

平成 年度 第 回

計

〃

銀 行 等 引 受 債

第 回

第 回平成 年度

平成 年度

第 回平成 年度

第 回

〃

〃
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 車　運　送　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円
△

うち仮受消費税
及び地方消費税

うち仮受消費税
△ 及び地方消費税

△

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

うち仮払消費税
及び地方消費税

うち仮払消費税
及び地方消費税

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

決　　　算　　　額

地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額 備　　　  　考

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

予 算 額

456,364,968円

908,795円

751,200円

799,689円

697,305,111円

による繰越額 る繰越額　　　

平　成　28　年　度　大　阪　市　自　動 

(1)　収益的収入及び支出

　収       入

円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

　支       出

円 円 円 円 円
第１款

第１項

第２項

第３項

第４項

(注) 営業外費用には、消費税及び地方消費税納付額を含む。

地方公営企業法第 条

当　初　予　算　額 補　正　予　算　額 第３項の規定による支

出額に係る財源充当額

予 算 額

による支出額

地方公営企業法第

24条第３項の規定

予 算 額

補正予算額

予 備 費

特 別 損 失

営 業 外 費 用

営 業 費 用

区                   分

区                   分

自動車事業収益

当初予算額 予備費支出額 流用増減額

特 別 利 益

営 業 外 収 益

営 業 収 益

自動車事業費用



33

 車　運　送　事　業　決　算　報　告　書

円 円 円
△

うち仮受消費税
及び地方消費税

うち仮受消費税
△ 及び地方消費税

△

円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税
及び地方消費税

うち仮払消費税
及び地方消費税

うち仮払消費税
及び地方消費税

備　　　　　　　　　考
合　　　　　　計

予 算 額

予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

決　　　算　　　額

地方公営企業

地方公営企業法第
決　算　額

法第 条第２
不　用　額 備　　　  　考

小　　　計 26条第２項の規定 合　　　計 項の規定によ

予 算 額

456,364,968円

908,795円

751,200円

799,689円

697,305,111円

による繰越額 る繰越額　　　



34 35

円 円 円 円

うち仮受消費税

及び地方消費税

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税

及び地方消費税

うち仮払消費税

及び地方消費税

(注) 資本的収入額 82,658,557円が資本的支出額 3,482,922,648円に対し不足する額 3,400,264,091円のうち   　　  89,576,034円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補てんした。

継続費

逓 次

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

△

△

予 算 額

決　算　額

予 算 額 翌 年 度 繰 越 額

不　用　額 備　　  　考
地方公営企業法 継続費

第 条の規定に 逓 次 合　　　計

よる繰越額 繰越額

合　　　計

繰越額

4,128,480円

93,390,242円

314,272円

(2)　資本的収入及び支出

　収       入

円 円 円 円

第１款

第１項

　支       出

円 円 円 円 円

第１款

第１項

第２項

第２款

第１項

合            計

(注) 資本的収入額 82,658,557円が資本的支出額 3,482,922,648円に対し不足する額 3,400,264,091円のうち   　　  89,576,034円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補てんした。

共 用 施 設 費

建 設 改 良 費

よる繰越額

企 業 債 償 還 金

地方公営企業法第26

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 小　　　　　計

自 動 車 事 業 収 入

条の規定による繰越

額に係る財源充当額

固定資産売却代金

区                   分

予 算 額

自 動 車 事 業 費

建 設 改 良 費

区                   分

予 算 額

地方公営企業法

当初予算額 補正予算額 流用増減額 小　　　計 第 条の規定に
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円 円 円 円

うち仮受消費税

及び地方消費税

円 円 円 円 円 円 円

うち仮払消費税

及び地方消費税

うち仮払消費税

及び地方消費税

(注) 資本的収入額 82,658,557円が資本的支出額 3,482,922,648円に対し不足する額 3,400,264,091円のうち   　　  89,576,034円は、消費税及び地方消費税資本的収支調整額で補てんした。

継続費

逓 次

決　 算　 額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減

備　　　　　　　　　考継続費逓次繰越額
に係る財源充当額

合　　　計

△

△

予 算 額

決　算　額

予 算 額 翌 年 度 繰 越 額

不　用　額 備　　  　考
地方公営企業法 継続費

第 条の規定に 逓 次 合　　　計

よる繰越額 繰越額

合　　　計

繰越額

4,128,480円

93,390,242円

314,272円
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たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

  移動平均法による原価法

会計書類に関する注記

1. 重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

減価償却の方法

ついては取替法）

主な耐用年数

  車両

  構築物 ９～45年

  建物 ７～65年

  工具、器具及び備品 ４～15年

　　５年

  機械装置 ９～17年

  ソフトウェア 　　５年

リース資産

無形固定資産

減価償却の方法

  定額法

主な耐用年数

賞与引当金

  の負担に属する額(12月から３月までの４か月分)を計上している。

引当金の計上方法

退職給付引当金

  している。

減価償却の方法

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

  主として定率法、平成10年４月１日以降に取得した建物の一部は定額法（但し、取替資産に

  電路設備 ６～30年

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上

職員の期末及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度
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円
円
円

円
円
円

計

短期リース債務
長期リース債務

計

１年内

  使用した。

長期継続契約に係るリース債務

  第234条の３に基づく長期継続契約に係るものは下記の金額である。

4. その他

退職給付引当金の取崩し

当年度において、退職手当として407,758,343円を支給するため、退職給付引当金407,758,343円を

通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務のうち、地方自治法

  会計処理によっている。

  会計処理によっている。

リース資産に係る経過措置

リース料総額が３百万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に準じた

リース料総額が３百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた

3. リース契約により使用する固定資産

リース取引の処理方法

リース取引開始日が平成26年３月31日以前のリース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に

  係る方法に準じた会計処理によっている。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

１年超

  ある。

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、それぞれ258,480,224円で

2. キャッシュ・フロー計算書

重要な非資金取引




